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〈研究ノート〉

非正規雇用労働者のための

能力開発支援制度に関する一考察
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1.はじめに

技術革新を経て，経済のグローパル化が進展

したことにより，企業間競争が激化する現在，

企業が維持・発展することは難しくなっている。

企業は顧客獲得に力を入れるとともに徹底した

経費削減も行っていることから，近年の労働者

の雇用環境も年々厳しくなっている。人件費や

教育訓練費も経費削減の対象となり，新規採用

を抑え，正規雇用労働者を減らし，派遣社員や

ノfートタイマー(以下，パートと表記する)と

いう非正規雇用労働者を活用する企業は少なく

ない1)0 1970年代，企業等で働く非正規雇用労

働者は労働者全体の10%以下であったが，図表

1のとおり，現在は3分の lを超えている九

1) セブン&アイ・ホールデイングス (HD)の傘

下のスーパーであるイトーヨーカ堂が，平成27年

度をめどに正社員約8，600人を4，000人程度に半減
させる。正規雇用労働者の半数をセブンイレブン

のオーナーとして大量排出し，正社員を半減させ

た後，イトーヨーカ堂の人材はパートタイム社員

を採用することにより補填するとしている(日本

経済新聞.2012年9月8日，朝刊)等，枚挙に遣
がない。

2) 総務省統計局「労働力調査特別調査J1984年
-2001年.r労働力調査J2002年一2011年。
ただし 2011年については震災の影響によりノ

木村三千世

非正規雇用労働者の増加は女性に顕著に見ら

れる傾向であることを図表2は示している。男

性労働者については総務省統計局の「労働力調

査jにあるように， 1999年から正規雇用労働者

の減少が顕著になり， 2000年以降，派遣労働者

やパートが増加し， 2004年以降は契約社員・嘱

託が増加傾向となっている。

この「労働力調査Jでは， 1985年からパート，
アルバイトの非正規雇用労働者の雇用形態を区

分し， 1999年8月から派遣社員を， 2001年8月

から契約社員も区分して調査結果を表示してい

るo さらに，厚生労働省職業能力開発局が毎年

実施している「能力開発基本調査Jにおいても，
2006年度の調査からは非正規雇用労働者を正規

雇用労働者と区分した統計処理がされている九

これは，非正規雇用労働者の増加が顕著となり，

正規雇用労働者と区別して特徴を捉えなければ

ならない状況となったことの現れであるといえ

るo

日本的経営が機能していた時代においては，

企業に就職する新規学卒者は正規雇用労働者と

して就職した。男性は就職した企業で定年退職

まで働き続け，女性は結婚，出産を機に退職し，

専業主婦となることが一般的であった。しかし

高度経済成長期後，女性の社会進出が進む中，

サービス産業の増加からパートを活用しやすい

職種も増え，主婦パート等の非正規雇用労働者

も増加した。主婦パートは夫の収入を補填する

ために家事労働を優先しながら働くことが多い。

、年間平均を用いていない。

3) 厚生労働省職業能力開発局『平成17年度能力開

発基本調査報告書J2006年。
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出所 総務省統計局「労働力湖査特別l飢l査Jr労働力調査J1984年一2012年。

{万人)
2，500 

2，000 

1，500 
同

1.000 

500 

0 

図表2 雇用形態別雇用者数 (女性)

間

圃

周

回

々、々、々、々、~~令々、々、~~々、 4ややや 4ゃ~~中やかや母、かか呼、ややや
'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V' 'V '4-'4-' 4-' iy.'4-' 4-' iy.' iy.' iy.' iy.' iy. 
伝似伝奇(1名，'*影、解ぷ似中 \~、年、供、匁似'* 海(\~ ¥年、年海〈舟(̂j年ぷ'*'*中;$<
284P 会 4P 毛)ði'Õ:} 61~òf ó?ð? 6ト，*J?íE .j&<S?c5'&r!?~&&-$í々とJ
h号 ，γ
出所 .総務省統計局「労働力側資特別問，jj'f.Jr労働力調査J1984年一2012年。

39 

- その他

仁コ 契約社員
嘱託

- 派遣社只

仁コアルバイト

仁コパート

E田正規の職員
従業員

- その他

仁コ 契約社員 ・
l属託

_ iJf(i立干上貝

Eコアルバイト

Eコ ノfート

..正規の職員
従業員



40 経営学論集 Vol. 53 No. 2 

被扶養者のメリットを最大限に活かすため4)， 正)や育児・介護休業法 (1991年制定， 1995年

労働時間は正規雇用労働者より短く，自ら就労 改正)においても改正を重ね，問題に対処して

制限をすることは珍しくない。このような非正

規雇用労働者に対して，生涯にわたる雇用や福

利厚生を保障する必要がないため，企業は必要

に応じて簡単に調達できる労働力として活用し

ている。

福利厚生や能力開発の保障がない非正規雇用

労働者は，将来に向けてのキャリア形成が必要

な場合，自己責任のもと職務の変化に備えて能

力やスキルを習得しなければならない。近年，

このような非正規雇用労働者が増加しているた

め，労働者の能力開発は企業の教育訓練に頼ら

ない多様な場を設けて実施できることが急務と

なっているといえる。

そこで，本稿において，労働者の能力開発に

関する現状等を概観したうえで，多様な雇用形

態の労働者に対する能力開発支援制度について

考察する。

2.非正規雇用労働者を活用する環境

経済が発展し，社会が変化する過程において

新たな問題が生じ，その問題がネ士会へ多大な影

響を及ぼすと見込まれる場合には法律等で規制

される。雇用に関して，男女の差別的雇用待遇

の是正のために「雇用の分野における男女の均

等な機会及ぴ待遇の確保等に関する法律(以下，

男女雇用機会均等法)Jが1986年に施行され5)，
性による不合理な差別を禁止している。また，

パートタイム労働法 (1993年制定， 2007年改

4) 所得税については給与所得の収入金額103万円
までは非課税となり，収入が一定額以下の場合は

配偶者控除の対象となる。また年金においては第

3号被保険者の扱いとなることから，保険料は配

偶者が加入している厚生年金や共済組合が一括し

て負担するため，収入金額130万円までであれば
個別に納める必要はない。

5) 男女雇用機会均等法は.1985年に成立(1986年
4月1日施行)し，募集・採用，配置・昇進につ

いて女性を男性と均等に取り扱う努力義務，教育

訓練，福利厚生，定年・退職及び解雇について，

女性であることを理由とした差別禁止となった。

1997年の改正 (1999年4月1日施行※)で，女ノ

いる。

派遣労働については，職業安定法により間接

雇用が禁止されていたが， 1975年頃から労働者

派遣を行う違法業者が増えたことから， 1986年

に労働者派遣法が施行された。これは1953年施

行の職業安定法第44条で禁止されていた労働者

供給事業のうち26業種を専門業務として条件付

きで解禁するものであった白この26業務に女性

アシスタントが担当しやすい職務である事務機

器操作，ファイリング等の職務が入ったことに

より，女性が主に担当する職務が外部委託でき

る仕事として位置付けられることになったとい

える。さらに， 1999年に派遣禁止業務がポジ

テイプリスト形式からネガテイプリスト形式に

変更され， 2004年には製造業務まで許容された

ことによって派遣労働の自由化は進んだ。

以上のような状況の中， 1995年，日経連は

『新時代の「日本的経営JJにおいて，労働者を
「長期蓄積能力活用型グループJr高度専門能力
活用型グループJr雇用柔軟型グループJに区
分し，労働力を「弾力化Jr流動化」すること
を推奨した6)。これにより企業内の職務のすべ

てを正規雇用労働者が担当するのではなく，一

部の業務はアウトソーシングし，一部の職務は

非正規雇用労働者に割り当てることが容認され，

非正規雇用労働者の活用を正当化するきっかけ

のひとつとなった。

一方，非正規雇用労働者は非正規雇用を目的

的に選択したのではなく，正規雇用労働者にな

れなかったため非正規雇用となった労働者が多

い。福利厚生や能力開発等が保障されない不本

意な非正規雇用労働者が増加しているため，政

府において対策を講じているが，社会保険等の

、性に対する差別の努力義務規定が禁止規定となり，

ポジテイプ・アクション セクシュアルハラスメ

ントに係る規定の創設，母性健康管理措置も規定

化(※これに関する内容のみ1998年4月1日施
行)された。

6} 日本経済団体連合会「新時代の『日本的経営JJ
1995年。
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事業主負担にも影響することからその調整は容

易ではないと考えられる。

3.労働者の能力開発の現状

企業の業績悪化への対策を講じる際，まず経

費削減が実施される。この経費削減の際，人件

費もその対象となる。人件費削減として，正規

雇用労働者の残業時間の削減や労働者数の調整

に加えて，定型業務は雇用柔軟型グループに，

高度な専門業務でもアウトソーシングできるも

のは専門能力活用型グループに属する労働者を

活用して費用を変動費化することは珍しくない。

しかし，近年，正規雇用労働者と同じ職務を遂

行する非正規雇用労働者には正規雇用労働者に

準じる処遇が求められている。そこで，多様な

労働者が就労する現在の企業の能力開発の現状

について概観する。

まず，労働者が「希望している職業人生の実

現に向けて必要な職業能力を獲得するための方

法」については，図表3のとおり， r自発的な
能力向上のための取り組みを行うことが必要」

と考える正規雇用労働者は約半数であるが，正

規雇用労働者以外においては3割に満たない。

希望する職業人生の実現に向けた能力開発の方

法は正規雇用労働者以外においては「通常の業

務をこなしていくことで必要な能力が身につ

くJr今後，どのような職業人生にするか決め
かねているJr今の仕事の内容のままでよいと
考えているので，さらに職業能力を身につける

必要はないJrわからない」という消極的意見
が多い。しかし現在，担当している仕事が単

純であればあるほど， r仕事が機械化されて無
くなるJr他の職務に統合されて複雑化する」
等の可能性があるため 能力開発に取り組み，

将来に備える必要がある。

(1 ) 企業における能力開発支援

希望するキャリアを獲得するためには計画的

な就業経験と能力開発が不可欠である。そこで，

図表4に示した「能力開発の過去 3年間の実

績・今後3年間の増減」をみると，正社員，正

社員以外のいずれにおいても， r上昇傾向Jの
ポイントは上がっているが，正社員と正社員以

外を比較すると， r上昇傾向Jでは正社員の値
が約10ポイント高い。しかし「増減なし」と

する企業も多く， r実績なしJでは，正社員に
対して正社員以外は rOFF-]TJで約20ポイン

ト.r自己啓発支援Jで約15ポイント高い。こ
のように企業が実施する O]T以外の能力開発

支援は正社員とそれ以外では異なり 7)，非正規

雇用労働者がキャリア開発のための能力開発を

企業の制度に頼るのは難しいということが示さ

れている。

上記調査対象の派遣労働者に教育訓練・能力

開発を実施している派遣先企業は68.7%であるo

「働きながら行う教育訓練・能力開発 (OJT)J 

は約 9割の企業が行っているが， OFF-JT等

によるものは極めて少なく l割程度であり 8)，

非正規雇用労働者は企業支援による能力開発の

機会が極めて少ないロ企業の労働者に対する自

己啓発支援は，図表5に示したとおり，正規雇

用労働者以外にも「受講料などの金銭的援助」

「教育訓練機関，通信教育等に関する情報提供」

「社内での自主的な勉強会等に対する援助Jr就
業時間の配慮Jr教育訓練休暇の付与J等を実
施している。しかしこの調査では正規雇用労

働者と正規雇用労働者以外に提供される支援内

容が同じものであるかどうかは不明である。

(2) 派遣労働者の能力開発

派遣労働者が，派遣先で就業している業務の

技術・技能を習得した主な方法を2009年の厚生

労働省調査から見ると， r派遣先で就業中の技
能蓄積」が50.1%となっており，次いで「派遣

先の教育訓練J26.7%， r派遣関係以外の勤務
先での就業中の技能蓄積J17.2%， r派遣元の
教育訓練J16.8%， r独学(通信教育を含む)J
16.1%となっているに労働者派遣は短期的な

期間を限定して専門家を派遣するというイメー

7) 厚生労働省職業能力開発局 I平成23年度能力開
発基本調査報告書J2012年。
8) 前掲 7)。
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悶表3 希望している稼業人生の実現に向けて必要な職業能力をf獲得するための方法

方 法
正規雇用労働者(%)

20f!'-J!!: 21年度 22年度

正規雇用労働者以外(%)

20年度 21年度 22年度

自発的な能力向上のための取り組みを行うことが必要 47.2 46.0 49.5 26.7 26.7 26.6 

通常の梁務をこなしていくことで必要な能力が身につく 19.7 19.0 18.8 22.3 22.8 22.5 

今後，どのような駿業人生にするか決めかねている 1.1.6 11.1 11.3 13.5 8.6 15.5 

会社が提供する教育訓練プログラムに沿って能力向上を凶る 10.1 10.4 9.4 11. 7 15.4 10.7 

今の仕lJi.の内容のままでよいと考えているので，
4.7 5.5 4.3 11. 7 11.8 

さらに職業能力を身につける必要はない

わからない 6.0 6.8 5.5 12.3 13.6 

出所 ・厚生労働省軍配梁能力開発局『平成23年度能力rm発器本舗資報告瞥J2012年.r平成22年度能力協l発基本調査報告笹j
201l ~F . r平成21年度能力開発基本調査報告舎J2010年より作成。(正規扇舟労働者と非正鋭脳周労働者を比較し，ポ
イントが高いものを網勘け)

図表4 能力開発の過去3年間の実績 ・見込み

能力開発方法 庖用形態 期間 上昇傾向 増減なし 下降傾向 実績なし 不明

正社員
過去3年間 19.3 36.4 11. 5 31.4 1.3 

OFF-JT 今後3年1M] 30.4 34.3 6.6 27.0 1.7 

(%) 
正社員以外

過去3年間 7.4 28.7 6.8 55.1 1.9 

今後3年間 15.8 30.5 4.1 47.2 2.4 

正社員
過去3年1M] 13.4 30.7 7.9 46.5 1.5 

自己啓発支援 今後3年IUJ 25.4 30.6 4.3 37.9 1.7 

(%) 過去3年間 6.4 25.1 4.4 62.] 1.9 
正社貝以外

今後3年間 14.2 27.2 2.5 53.7 2.4 

出所:1厚生労働省駿案能力開発局『平成23年度能力開発基本l3iieJ2012年より作成。

図表5 労働者に対する自己啓発への支援の内容

支媛の内容
正規扇舟労働者(%) 正規庖用労働者以外(%)

20年度 21年度 22年度 20年度 21年度 22年度

受講料などの金銭的媛助 83.1 82.9 80.7 70.4 70.5 67.2 

教育訓練機|剥，通信教育等に関する情報提供 45.7 45.4 43.9 45.3 42.1 42.2 

社内での自主的な勉強会等に対する援助 39.6 41.2 42.0 42.2 41.9 43.4 I 

就業時IHlの配慮 34.6 33.2 33.5 34.2 33.8 32.9 

教育訓練休暇(祈給 ・無給)の付与 15.7 13.5 12.0 11.8 10.2 9.8 

キャ リア ・コンサルティングの実施 5.3 5.6 4. ] 2.9 3.4 2.6 

その他 4.2 5.0 6.8 4.7 6.5 7.1 I 

出所:1厚生労働省総集能力開発局 f平成23年度能力開発基本凋査報告t!l'J2012年. r平成22年度能力開発基本調査報告~J

2011年.r平成21年度能力開発基本調査報告のJ2010年より作成。(正規扇苅労働者ーと非正規扇舟労働者を比較し，ポ
イントが高いものを縞畿け)
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ジがある。しかし，規制緩和の影響から必ずし

も専門職として派遣されているわけではないこ

とに加えて，高学歴者ほど独学で技術・技能を

習得して専門的業務に対応していることが本調

査において示されている10)。

また，派遣労働者が「どのように能力開発を

行っているか」について， i自学自習を通じて
に近いJが34.5%，iどちらかといえば，自学
自習を通じてに近いjが28.4%，iどちらかと
いえば派遣先の OJTを通じてに近いJは
19.0%， i派遣先の OJTを通じてに近い」が
13.0%となっており，派遣労働者の6割強は職

務遂行に必要な能力開発は自学自習で、行ってい

る11)。そして常用型派遣労働者より登録型派遣

労働者の方が自学自習によっている12)0 i派遣

先でキャリアを伸ばすような仕事が与えられる

か」という質問については， iよくある」と回
答した派遣労働者は9.9%であり， iたまにあ
る」は42.6%，iほとんどない」は46.4%であ
り，キャリア開発の機会に恵まれない。しかし，

派遣先の企業規模が大きくなれば，若干である

が派遣労働者のキャリアを伸ばす仕事が与えら

れる機会が増えることが示めされている13)。

東京都が2010年(前回調査:2006年)に行っ

た「派遣労働に関する実態調査」によると，

「採用・派遣先決定時の教育訓練受講場所」は，

f派遣元」が 73.5%(76.0%)， i派遣先Jは
41.2% (25.8%)， i専門の教育訓練施設J7.1拓
(5.6%)である。「派遣中の教育訓練受講場所」

は， i派遣先」が70.8%であり， i派遣元Jは
33.0%， i専門の教育訓練施設」は9.1%であるo
さらにその「訓練の内容Jは， i業務に関する
専門的技術・知識jが81.0%(36.3%)， i一般

9) 厚生労働省「平成20年度「派遣労働者実態調査
結果JJ2009年。
10) 前掲 9)。
11) 労働政策研究・研修機構「派遣労働者の働き方
とキャリアの実態j2013年.r派遣社員のキャリ
アと働き方に関する調査j2011年。
12) 労働政策研究・研修機構「派遣社員のキャリア
と働き方に関する調査j2011年。
13) 前掲12)。

常識・マナー」が38.6%(26.0%)， iパソコ
ン・ OA機器操作J30. 7 % (29. 3 % )， iその他J
8.2% (6.0%)となっている。こうした教育訓

練の受講費は 9割強が本人の負担はなく，受講

中の賃金保障も 5~6 割の労働者に対してされ

ている14)。派遣労働者に対する教育訓練は，派

遣する業務に応じたテクニカルスキルに関して

実施されており，厚生労働省職業能力開発局委

託事業として実施された「派遣労働者等に係る

能力開発・キャリア形成の仕組みの整備事業報

告」にも示されているとおり，派遣労働者の能

力開発は OJTが中心となっている15)。

(3) 労働者の能力開発

正規雇用労働者に対する能力開発の内容は

日々の職務に関することから留学まで多岐に亘

る。しかし，派遣労働者などの非正規雇用労働

者に対して行われる教育訓練は担当業務に直結

したテクニカルスキル中心であると予想される

ことから，正規雇用労働者と非正規雇用労働者

の能力開発となる教育訓練内容は異なると考え

られる。そこで，現在，企業においてどのよう

に能力開発の機会を設け 労働者が教育訓練支

援をどのように活用しているかについて次に概

観する。

「能力開発基本調査報告書jによると， 22年

度に自己啓発を行った正規雇用労働者は43.8%

(前回調査:41.7%)であり，非正規雇用労働

者は19.3%(18.4%) となっている。この自己

啓発の実施方法は 図表6のとおり，正規雇用

労働者は「ラジオ テレビ，専門書，インター

ネットなどによる自学，自習」が50.2%，i社
内の自主的な勉強会，研究会への参加J25.2%， 
「民間教育訓練機関の講習会，セミナーへの参

加J21.9%， i通信教育の受講J20.8%， i社外

14) 東京都産業労働局「平成22年度中小企業労働条
件等実態調査派遣労働に関する実態調査j，pp. 
106・107，2011年。
15) 三菱 UFJリサーチ&コンサルテイング株式会

社「厚生労働省職業能力開発局委託事業派遣労

働者等に係る能力開発・キャリア形成の仕組みの

整備事業報告J.2010年。
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図表6 笑施した自己啓発の方法

正規雇用労働者(%) 正規雇用労働者以外(%)
自己啓発の方法

20年度 21年度 22年度 20年度 21年度 22年度

ラジオ，テレビ専門啓，インターネットなどによる自学，自習 47.1 49. J 50.2 40.8 39.3 51.6 

社内の自主的な勉強会，研究会への参加 23.8 25.5 25.2 31.0 30.8 27.2 

民!日j教育訓練機関の講習会，セミナーへの参加 22.3 20.9 21.9 13.6 17.5 15.1 

通信教Tiの受講 19.2 19.9 20.8 13.7 11.2 7.7 

社外の勉強会，研究会への参加 19.3 19.9 17.5 13.7 13.9 14.6 

公共職業能力開発施設の務座の受講 2.9 2.3 3.0 2.2 5.9 3.6 

専修学校，各種学校の講座の受講 4.0 3.8 2.5 4.9 2.7 6.3 

高等専門学校， 大学，大学院の講座の受講 1.1 1.3 1.4 2.0 1.3 2.9 

その他 9.3 11.0 10.4 12.4 13.4 12.0 

出所 :厚生労働省駿業能力開発局『平成23年度能力開発基本調査報告。J20 I 2;!f.. r平成22年度能力開発基本調査報告l!FJ
2011年.r平成21年l!t能力開発基本潟査報告白J2010年より作成。(正規応用労働者と非正規雇用労働者を比較し.ポ
イントが高いものを網針け)

凶表7 自己啓発を行った理由

正規扇用労働者(%) 正規扇舟労働者以外(%)
理 由

20年度 2J年度 22年度 20年度 21年度 22年度

現在の仕事に必婆な知識 ・能力を身につけるため 86.3 85.1 86.3 83.7 78.4 81.2 

将来の仕事やキャリアア γプに備えて 59.1 57.4 61.4 45.7 43.2 45.5 

資格取得のため 35.4 33.4 35.9 29.4 27.7 33.0 

昇進 ・昇格に備えて 14.0 14.3 16.1 8.9 6.3 11.0 

車王駿や独立のため 6.9 7.9 6.8 9.2 11.5 9.5 

配位転換 ・出向に備えて 4.9 4.8 6.3 3.6 3.8 3.8 

退験後に備えるため 6.6 7.1 6.0 9.4 10.7 9.0 

海外勤務に備えて 2.8 4.6 3.8 1.1 1.0 0.2 

その他 8.3 9. J 8.0 10.1 9.5 9.5 

出所:1厚生労働省職業能力開発局 『平成23年度能力開発基本調査報告干fJ2012年.r平成22年度能力開発基本調査報告VfJ
20日年.r平成21年度能力開発悲本調査報告轡J2010年より作成。(正規応用労働者と非正規雇用労働者ーを比較し，ポ
イン卜が高いものを網針け)

の勉強会，研究会への参加IJ17.5%と続いてい

る。一方，正規雇用労働者以外 においては，

「ラジオ，テレピ，専門書，インターネ ッ トな

どによる自学，自習」が51.6%. r社内の自主
的な勉強会，研究会への参加J27.2%， r民間
教育訓練機関の講習会，セミ ナーへの参加J
15.1%， r社外の勉強会，研究会への参加」
14.6%， r通信教育の受講J7.7%である。「導

修学校，各種学校の講座の受講jは6.3%と数

値的には多くないが，正規雇用労働者の倍以上

の数値となっている161。

「自己啓発を行った理由Jは図表7のとおり，

16) 以生労働省職業能力開発局 『平成23年度能力闘

発基本捌査報告r，~H 2012年，r平成22年度能力IlH
発基本制資報告性J2011年.r平成21年度能力開
発総本調査報告。J2010年。
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いずれの労働者においても「現在の仕事に必要

な知識・能力を身につけるため」を 8割以上が

あげており，以下「将来の仕事やキャリアアッ

プに備えてJr資格取得のためJI昇進・昇格に
備えてJr転職や独立のためJと続いている。
全体的に正規雇用労働者のポイントが高い。し

かし， r転職や独立のためJr退職後に備えるた
め」については，正規雇用労働者以外の労働者

のポイントが高く，約 1割が自己啓発を行う理

由として挙げている17)。これは雇用が保障され

ている正規雇用労働者が定年退職後に備えると

いうこととは異なったものと考えられる。

自己啓発に取り組む労働者は年々増加してい

る。これは学校教育で得た知識や技能は時間と

ともに陳腐化する一方，高度化，複雑化する職

務や変化する労働環境に対応するためには必要

に応じて継続的に学び続けなければ，日常の職

務遂行に支障が出たり，昇進などに影響があっ

たりするのではないかと労働者自身が感じてい

ることを示唆していると考えられる。

自己啓発等により取得する資格について，

「職業能力評価における資格の利用状況Jから
金業の評価を見ると，能力評価に資格を用いて

いる企業の34.5%が「正社員にのみ利用」して

おり， r正社員，非正社員以外の両方に利用し
ている」企業は18.8%，r正社員以外のみに利
用しているJ1.3%となっている。利用してい
る資格は， r技能検定以外での国の関係機関，
地方自治体などが認定する公的資格J66.9%， 
f技能検定J47.9%， r民間団体が認定する民間
資格J43.6%， I事業主等が認定する社内資格」
32.9%， rその他J7.5%となっている。技能検
定を評価する利点は「労働者の職業意識や職業

能力の向上に役立つ」は86.9%に上り， I採用，
配置転換，昇進などに活用できるjは44.5%，

「技能士がいることで，取引などにプラスの効

果があるJ32.3%となっている18)。以上のこと

から，企業における能力開発として公的資格や

17) 前掲16)。
18) 厚生労働省職業能力開発局『平成23年度能力闘

発基本調査報告書J2012年。

技能検定が活用されているといえる。

4. 自発的な能力開発を支える

公的支援制度

現在の企業は多様な雇用形態の労働者すべて

の就業ニーズにまで応じた能力開発を実施する

状況にないことは前述のとおりであるo そこで，

非正規雇用労働者は国や行政が設けている職業

能力開発セーフティーネットとなる公共職業訓

練制度を利用したり，雇用保険制度や税制度に

よる施策等も活用したりして自発的に能力開発

をする必要がある。現在，行政等で実施されて

いる能力開発を支援する制度について概観する

と次のとおりである。

(1 ) 公共職業訓練

求職者支援法に基づく認定職業訓練である求

職者支援訓練では，雇用保険の受給資格要件を

満たしていない者，または雇用保険の適用がな

かった者，学卒未就職者，自営廃業者等を対象

として，就職に必要な技能及び知識を習得する

ための職業訓練を無料で実施している19)。この

職業訓練は独立行政法人高齢・障害・求職者雇

用支援機構が実施するものだけでなく，地方公

共団体等が認定した民間教育訓練機関が委託を

受けて行っているものもあるo 近年は以前と比

べると求職者支援制度の検索仰は容易になった

が，支援制度そのものの存在が周知されている

とは言い難いことが問題である。

現在，能力開発を必要とする非正規雇用労働

者が利用できる制度としては，在職労働者や高

等学校卒業者などを対象とした高度な技能及び

知識を習得するための有料の公共職業訓練があ

る。その講座の受講者数および就職率は図表8

のとおりである21)。離職者訓練の訓練期間は 3

19) 多くの職種に共通する基本的能力を習得するた

めの「基礎コース」と特定の職種の職務に必要な

実践的能力を一括して習得するための「実践コー

ス」がある。

20) 求職者支援訓練認定講座検索サイト:http:// 

nintei.jeed.or.jp/kyushokushienl search/ 

21) 厚生労働省「公共職業訓練の概要Jhttp://ノ
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図表8 平成23年度公共職業訓練受講者数

iロh 計 機 構 都道府県

受講者数 就職率 受講者数 就職事 受講者数 就職率

(人) (%) (人) (%) (人) (%) 

離職者訓練 149，112 一 33，469 一 115，643 一

うち施設内 42，639 80.3 30，727 84.8 11.912 71.6 

うち委託 106，473 66.8 2，742 65.4 103，731 66.8 

在職者訓練 90，333 39，332 一 51，001 一

学卒者訓練 20，012 93.1 6，353 98.1 13，659 91.5 

合計 259.457 一 79，154 一 180，303 一

注1 離職者訓練の就職率については，訓練修了3ヶ月後の就職状況

注2 学卒者訓練の抗職率については，訓練修了 1ヶ月後の就職状況

注3 定例業務統計報告調べ

出所:厚生労働省「公共職業訓練の概要J

か月一 1年，在職者訓練は短期間であり，学卒

者訓練は 1年または2年となっている22)。この

在職者訓練や学卒者訓練は有料であることに加

え，非正規雇用労働者の就業時間と重なること

から，この制度は非正規雇用労働者が活用しや

すい状況にあるとは言い難い。公共職業訓練で

は，インターネットを活用した民間の講座を受

講できるという選択肢が少ないことや費用がか

かることなど課題は多い。

東京都では企業単位で利用できる職業能力開

発講座や非正規雇用労働者を含む在職者が利用

できる国家資格取得等を目標としたキャリア開

発のための講座も設けられている。さらに，対

象となる講座の種類や数は限られてはいるも

のの，インターネットによる申込みを可能に

したり，夜間講座を設けたりするなど，行政

が実施する教育訓練講座を労働者が活用しや

すくなりつつある。このような在職者向けの

キャリアアップ講座が東京都では設けられて

いるが，東京近郊以外の地方都市の行政が行う

在職者講座は，理系・工業系の講座に偏ってお

り，対象となる労働者は限られているのが現状

、www.mhlw.go.jp/bunya/nouryokulkousyoku/
22) これらの訓練については，拙稿「雇用流動化時

代の職業教育訓練にかかわる支援制度J四天王寺
大学紀要， 2012年に記しているとおりである。

であるお)。

フリーターについては 2004年からハロー

ワークで行っている支援が2012年度からさらに

強化されている制。フリーター歴が6か月を超

えると正規雇用労働者として採用されることが

極端に難しくなることが調査結果から明らかに

なっている25)。ことからも危倶されるように，

第二新卒として企業に受け入れられる期間内に

正規雇用労働者として就職していなければ生涯

不安定な生活を強いられる可能性が極めて高く

23) ポリテクセンタ一関西:http://www3.jeed.or. 

jpl osakal polyl kigyol kyoikul seminarl guidel 

index.html 

大阪府ホームページ:http://www.pref.osaka. 

jpl 

TOKYOはたらくネット:h伐p://www.ha阻raku.

metro. tokyo.jpl school/index.html 

24) 若者に対してのステップアッププログラムとし

て設けられており， rフリータ一等の正規雇用化
に向けた支援Jrジョプカフェにおけるきめ細や
かな就職支援の実施Jrトライアル雇用制度等の
助成制度等の活用による就職支援Jr地域若者サ
ポートステーションとの連携による就職支援J
「若者への職業能力開発機会の提供Jという支援
を行っている。 2004年から若者の就業支援を行う

ジョプカフェを都道府県に設置。

25) 労働政策研究・研修機構編『労働政策研究報告

書 No.148大都市の若者の就業行動と意識の展

開一「第 3回若者のワークスタイル調査Jから
-JJ労働政策研究・研修機構， 2012年。
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なる。このフリータ一期間の能力開発は自己責

任となるため，圏内の各地域で偏ることなく，

公共職業訓練やハローワークで同じ支援が受け

られる体制が必要である。

(2) 雇用保険法による施策

雇用保険法第3条に，労働者が失業した場合

及び労働者について雇用の継続が困難となる事

由が生じた場合に必要な給付を行うこと，そし

て，労働者が自ら職業に関する教育訓練を受け

た場合に必要な給付を行うことが示されている。

一定の条件を満たす雇用保険の一般被保険者

(在職者)，または一般被保険者であった者(離

職者)で雇用保険を受給している求職者を対象

として就職に必要な技能及び知識を習得するた

めの訓練を無料で実施している26)。さらに，教

育訓練給付制度は厚生労働大臣の指定する教育

訓練を受講し修了した場合，本人が教育訓練施

設に支払った教育訓練経費の一定割合に相当す

る額がハローワークから支給される。このよう

な支給対象の指定講座の受講料は，年々，高額

になっているにもかかわらず，給付金の限度額

は減額される傾向にある27)。

教育訓練給付制度は1998年12月1日から開始

されており，その翌年からの教育訓練給付受給

者数を示すと図表9のとおりである。制度が設

26) 教育訓練給付制度では，情報処理技術者資格，

簿記検定，訪問介護員，社会保険労務士資格など

をめざす講座など，働く人の職業能力アップを支

援する多彩な講座が指定されている。この指定講

座内容は， r厚生労働大臣指定教育訓練講座検索
システム(中央職業能力開発協会ホームページH
にまとめられている。

27) 厚生労働省が指定した講座で教育訓練を受けた

場合，その一部の費用を支給するしくみである。

当初は雇用保険の加入期聞が5年以上の人を対象

に，受講料の 8割(上限20万円)まで支給された。

2001年， 2003年と見直され，現在は雇用保険の一

般被保険者又は一般被保険者であった支給要件期

聞が3年以上の者に支給。ただし，初回に限り 1

年以上の者。本人が教育訓練施設に対して支払っ

た教育訓練経費の20%に相当する額を支給。ただ

い支給額の上限は10万円 (4千円未満は対象
外)。

定された当初，受給者数が年々増加したが，

2003年度に制度が変更されたことによって，

2004年から受給者が減少し， 2007年以降，受給

者数は12万人前後で安定している。これは制度

を1度利用すると，その後，再度利用する場合

には一般被保険者として保険料を 3年以上支

1Jよっている必要があるため 人数の伸ぴが落ち

着いたと考えられる。

(3) 所得税法による施策

自己啓発を行った場合に利用できる所得税法

上の措置として，資格の取得等にかかった費用

も給与所得の特定支出控除とすることが認めら

れている。これは職務に直接必要な技術や知識

を習得するために講座等を受講して支出があっ

た場合や，職務に直接必要な資格を取得するた

めに受験料などを支出した場合，納税の際に一

定額を控除するというものである。その年の給

与所得の特定支出合計額が給与所得控除額を超

えるときに「給与の支払者が証明することjを

条件に確定申告をすることによって，給与所得

を限度として所得控除額を超える金額を給与所

得控除後の金額から差し引くことができる。

これまでも勤務先で職務遂行に必要な資格を

取得し，確定申告をして税務署の審査を通れば，

資格取得費用として給与所得控除を受けること

はできた28)。この制度が改正され， 2013年分以

降の所得税について適用される。これまで資格

取得費の対象外となっていた業務独占資格制の

取得も控除対象資格に加わり 30)，勤務必要経費

も追加され31)，給与所得控除とは別に特定支出

控除の一部が給与所得から控除できる刻。しか

28) ただし，弁護士，公認会計士，税理士など，そ

の資格の取得によって独立可能なものは除かれて

いた。

29) 資格を有する者のみだけが行うことができる特

定の業務が法令に定められている。この業務を行

うことを認めるための資格を業務独占資格いう。

30) 弁護士，税理士，公認会計士，弁理士など。

31) 図書費，衣服費，交際費，職務上の団体の経費。

32) 給与所得控除+(特定支出控除ー給与所得控除

X 112) を給与所得から控除とすることが認めら

れる。
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図表9 教育訓練給付受給者数
(人)
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出所 ・厚生労働省「扇舟保険事業年報J1999-2011年度

図表10 特別支出控除綴算出例

100万円の講座を受秘した例 年収200万円の場合 年収500万円の場合

給与所~!1，控除額 78万円=200万X30%+18万 154万円=500万X20%+54万

特定支出控除とならない穆i 39万円 (=78万-:-2 )以下の級 77万円 (=154万ー 2)以下の額

特定支出控除額 61万円=100万一39万 23万円=100万一77万

し，このような控除が認められても給与所得が

あることが前提であるうえに所得控除額の2分

の1を超える額の支出がなければならないこと

から，対象となるケースは多くないと考えられ

る。また，この施策そのものが周知されている

とはいえず，その手続きもわかりにくいため，

この控除を受ける労働者は少ない。これまでの

特定支出控除の利用者数は， 2004年は 9名，

2005年は13名，2006年9名，2007年7名， 2008 

年6名と報告されており 33) 2009年は9名であ

る判。全体の数からすると無いに等しいもので

ある。

2013年の改正に従って，年収200万円， 500万

円の労働者がこの制度を利用した場合の特定支

33) 国税庁課税部個人課税謀関べ。
34) JCU 8建協ホームページ http://nikkenkyo. 

jp/archives/1286 

出控除額を試1I:すると図表10のとおりとなる。
たとえば，労働者が資格取得を目標として税理

士受験講座を受けるために100万円の支出をし

た場合，図表10に示したとおり，特定支出控除

の額は年収200万円の場合は61万円とな り，年

収500万円では23万円となる。しかし，これは

税額控除ではなく所得控除であるため，所得税

の納付税額が大きく変わるものではない。さら

に，職務の遂行に直接必要なものと して給与等

の支払者により証明された資格取得費に限られ

ることから，現在の職務に直接関係していなけ

れば特定支出として認められない35)。職務事;1境
の変化が激しい時代に現在の職務が無くなる リ

スクに備えることはこの控除の対象とはならな

い。現行は限られた労働者のみを対象とする制

35) たとえば税理士事務所に勤務している場合の税

理士試験受験等。
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度となっていることから，利用者が年間10名に

満たないという結果となっている。このような

利用者が極めて少ない制度を設けるのではなく，

すべての国民のキャリア形成に寄与する制度と

するべきであろうロそのためには，まず給与等

の支払者(源泉徴収義務者)を対象に税務官庁

が制度内容の説明会を開くなどして，労働者に

周知徹底を図る必要がある。

(4) 行政が行う企業への助成金等

2012年に労働者派遣法が改正され，労働者の

希望により無期雇用への転換が努力義務化され

た。これに伴い，非正規雇用労働者の正規雇用

への転換や人材育成・処遇改善等のキャリア

アップに取り組む金業は一定の条件を満たせば，

助成金を受けることができる。

非正規雇用労働者に対して設けられている

キャリアアップ助成金は非正規雇用の労働者等

を正規雇用への転換，人材育成，処遇改善など

を目的として2013年度に創設されたものであ

る36)。さらに，重点分野等の人材育成について

は日本再生人材育成支援事業奨励金が設けられ

ている。これは有期契約労働者等の非正規雇用

の労働者に対し， r重点分野及び関連するもの
づくり分野の企業の事業主(有期契約労働者等

が派遣労働者である場合については，派遣元の

事業主)が，一定の rOFF-JTJ又は rOFF-

JT及びOJTJを実施した場合に一定額が助成

されるものである。

正規雇用労働者に対しては正規雇用労働者育

成支援奨励金が設けられている。これは重点分

野等である健康・環境・農林漁業分野等の事業

を営み，事前に職業訓練計画書を作成して職業

訓練を実施した事業主に支給される奨励金であ

る。正規雇用労働者に対して会社で OFF-JT

を実施するか，社外で受講させると， 1事業所

36) キャリアアップ助成金は 6つのコース(正規鹿

用等転換，人材育成，処遇改善，健康管理，短時

間正社員，短時間労働者週所定労働時間延長)が

設けられており，それぞれに応じた助成額が設定

されている。

1年度あたり500万円までの奨励金を受けるこ

とができるものである。ただし， 1コースの訓

練時間を10時間以上とし，その訓練時間の8割

以上参加した場合，対象者1人につき上限が20

万円まで支給されるが 20日年度のみの助成金

である。

5.おわりに

現在のような大競争時代には， 1995年に日経

連が示した『新時代の「日本的経営Jjにも象
徴されるように，仕事，人，コストを最も効率

的に組み合わせた経営が必要であるとして，柔

軟かつ機動的に人的資源を活用する企業は増加

している。それに伴い，企業が非正規雇用労働

者を多様な雇用形態で流動的に雇用することが

常態化しつつある。

企業が正規雇用労働者を少数精鋭に絞り，社

会保険を含む福利厚生等にかかる費用も削減す

る傾向にある環境において 就業ニーズの異な

る多様な雇用形態の労働者に対応した教育訓練

を行うことは難しい。そこで，労働者は雇用保

険による教育訓練給付制度や国の行政機関が行

う求職者支援制度による職業訓練37)等の能力開

発支援制度を利用することに加え，企業は国の

助成金制度を活用することができれば，労働者

や企業の費用負担が軽減するため，労働者は能

力開発に取り組みやすくなる。

近年は公的職業訓練においても，多様な分野

の講座が設けられており，業務独占資格試験の

合格を目指す講座も増加傾向にある。キャリア

形成に直結する公的職業資格を取得することや

資格取得を目標とする講座の受講を能力開発の

ペースメーカーとして活用すれば，雇用形態に

かかわらず，効率的に能力開発に取り組むこと

ができる。しかし，難関といわれる資格の取得

を目標とする講座を受講する場合，難関であれ

ばあるほど講座の受講料は高額になる。そのた

め非正規雇用労働者がそのような講座を教育訓

練として利用するのは，就業時間の調整に加え

37) 雇用保険が受給できない労働者等を対象とした

職業訓練(求職者支援訓練)。
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て受講料の支払いが困難となることがある。こ を充実させる必要がある。

の対策として，就業時間に左右されずに受講で しかし行政が実施する支援として労働者個

きるようにするために民間教育機関のインター

ネット講座を廉価で利用できる等，教育訓練の

選択肢を増やすとともに，教育訓練講座の修了

や資格の取得を条件として労働者個人に教育訓

練支援給付金を支給する制度を充実させること

が求められる。

雇用保険加入者であれば教育訓練給付制度，

給与所得者であれば特別支出控除を積極的に活

用するという方法もあるo しかし，特別支出控

除は対象となる労働者は限られるため，制度を

簡素化してわかりやすくし，現在の職業を問わ

ず，すべての労働者の能力開発に寄与する支援

制度とすることが望まれる。それには講座受講

の終了後， I講座料金の一部を給付金として払
い戻す教育訓練給付制度のようにするJまたは
「給与の支払者が証明することを条件に確定申

告をすることによって一定限度額までを税額控

除の対象とする」などが考えられる。たとえ確

定申告を必要とする要件が付いてもメリットが

明確であれば制度の利用者は増え，能力開発に

取り組みやすくなると予想される。また，現在

の教育訓練給付制度は毎年活用できる制度では

ない点が課題である。

従来，行政が設けている企業に対する助成金

については，安定した雇用環境をめざし，継続

的な能力形成を図ることによって労働者の処遇

の改善を行い，重点産業における能力開発を支

援している点は評価できる。しかし期間が限

定されていることから，重点産業に移行してい

く人材の能力開発を十分に支援するには至らな

人への給付金や企業への助成金の充実ばかりを

要求しでも原資には限りがあるため，早急に対

応することは困難であろう。そこで，日本学生

支援機構が学生に低金利で奨学金を貸し付ける

ように，労働者に対しでも独立行政法人高齢・

障害・求職者雇用支援機構等の公益法人が主管

する能力開発奨学金を設けることができれば，

費用の負担を軽減することができる。労働者の

年収に応じた低い金利とし，返済期間を長期に

設定して能力開発費用を貸し付ける制度があれ

ば，労働者は現在の収入額に左右されず能力開

発を行うことが可能となる。

長期にわたる労働者人生において，今後は正

規雇用の期聞が途切れることは珍しくなくなる

だけでなく，新規学卒で就職する際においても

非正規雇用労働者の就労経験を経て正規雇用労

働者へ移行することも増えると予想される。非

正規雇用労働者が増加すればするほど，雇用形

態に左右されることなく，必要に応じて「いつ

でも，どこでも活用できるセーフティーネッ

トJとなりうる能力開発支援制度の充実が望ま
れる。現在の職業訓練は労働者の雇用環境に後

れを取っている点について早急なる改善が求め

られる。現在は変化の激しい時代であることか

ら，刻々と変化する業界の状況に応じて斜陽業

界から成長業界へ労働者が移行する必要が生じ

るo さらに，今後，定年年齢が高くなるために

労働者人生の期間が長くなることにも配慮して，

生涯にわたる教育訓練としての視点からも能力

開発支援制度の制度設計のあり方を考えていく

い点は課題であるといえる。現在の職業と異な 必要があろう。

る職業分野に移行する労働者の支援をするには，

企業への助成金制度では対応することが困難で (受理 2013年6月29日)

あるため，やはり個人が実施する能力開発支援


